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はじめに
　2006年から2007年にかけて、日米で最低賃金
の引き上げが話題になった。アメリカでは2006
年中間選挙での民主党の勝利を受けて連邦レベ
ルでも議論が活発になり、2007年にユ0年ぶりの
引き上げが行われた。日本では、成長力の底上
げを図る政府の円卓会議による要望に端を発し、
2007年の引き上げ幅は従来より大きいものとな
った。
　日本での取り上げ方は、フルタイムで働いた
場合を想定して、今の最低賃金では低すぎる、
という主張が多かったように感じた1。そこで
思い出したのが、2、3年前、学生たちにアル
バイト代を聞いた際に「最低賃金」という答え
が返ってきたことであるe最低賃金でフルタイ
ム働いて家族を養っている人も、もちろんいる
だろう。しかし、生活費の基本的な部分を親に
依存している学生が小遣い稼ぎにやっているア
ルバイトで、最低賃金相当額の給与を得ている
場合も多いはずだe日本での取り上げ方に偏り
を感じたのが本稿を書くきっかけである。
　本稿ではまず日米の最低賃金に関わる規制を
概観した。アメリカでは連邦段階での最低賃金
の規制は概ね下限であり、過半の州は独自の判
断でそれを上回る水準の最低賃金を州法により
設定している。これに対して日本は、中央で設
定された目安が地方の最低賃金の決定を左右し
ている。続いて、最近行われた日米の最低賃金
引き上げに至る経緯をまとめたうえで、日米の
地域毎の最低賃金を同じ地域の平均賃金と比較
した。アメリカでは州によって適用される最低
賃金にバラつきがあり、平均賃金の高低との関
係も明確ではない。一方日本の最低賃金は、ア
メリカとの比較で見ると、全国均一的な性格が
窺える。続いて、アメリカでの最低賃金引き上
げをめぐる議論の中から、生活賃金、最低賃金
引き上げがもたらす雇用への悪影響、最低賃金
近辺で働く労働者の属性、最低賃金が据え置か
れた期間中の物価上昇による目減り分の回復、
といった項目を取り上げた。アメリカでの最低
賃金の引き上げが、さまざまな角度からの議論
や実験的な政策の積み上げの中、地方が先行す
る形で進められている、という事実からは、日
本にとって学ぶべきことが多いと思われるe
1．日米の最低賃金に関わる規制の概観、
　まず、アメリカと日本の最低賃金に関わる規
制を、本稿に関係する範囲で概観する。
1）中央の規制を概ね下限として地方が独自に
　　決めるアメリカ2
　アメリカにおける最低賃金の規制は、公正労
働基準法に基づく連邦の最低賃金制度と各州法
に基づく州の最低賃金制度がある。州の最低賃
金が連邦の最低賃金を上回る場合は、より高い
基準である州の最低賃金の規制が適用されるた
め、連邦が定める最低賃金水準は概ね下限とし
ての性格がある3。公正労働基準法に基づく連
邦の最低賃金が適用されるのは、州際商業など
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に関係した一定規模以上の企業に雇用される労
働者であるat。
2）中央の指示（目安）が地方の決定を左右す
　　る日本5
　日本における最低賃金の規制は、最低賃金法
に基づき国が賃金の最低限度を定め、使用者は、
その最低賃金額以上の賃金を労鋤者に支払わな
くてはならないとする制度である。最低賃金は、
最低賃金審議会において、賃金の実態調査結果
など各種統計資料を十分参考にしながら審議が
行われ、労働者の生計費、類似の労働者の賃金、
通常の事業の賃金支払い能力の3要素を考慮し
て決定或いは改定されてきた％最低賃金審議
会は、厚生労働省に中央最低賃金審議会が、都
道府県労働局に地方最低賃金審議会が置かれて
おり、本稿で取り上げる地域別最低賃金は、各
地方最低賃金蕃議会の審…議を経て、都道府県労
働局長が決定又は改定することとなっている7。
ユ978年からは中央最低賃金蕃議会が、毎年、地
域別最低賃金改定の「目安」を作成し、地方最低
賃金審議会へ提示している。目安は地方最低賃
金審議会の審議の参考として示すものであって、
これを拘束するものではない。とはいえ地方で
の審議の実態としては、示された目安から大き
く外れることはなく尊重されてきたようだ8e
2．日米の最低賃金引き上げに至る経緯
　本項目では2007年における日米両国の最低賃
金引き上げに至る経緯を概観する。
1）地方が先行したアメリカ
①最低賃金を引き上げる州が続出
　FitZpatrick（2007、　p　4～5）によれば、アメ
リカの州レベルで最低賃金の引き上げが2006年
から大きな話題となっていたそうだ。全米50州
の労働立法の内容から、連邦の最低賃金額を上
回るのは2006年1月1日現在で17州だったのが
2007年1月には29州と大幅に増えたこと、同年
に決まったものばかりでなくそれ以前に決まっ
ていた予定に沿って引き上げがなされたものを
含めると、2006年1月1日から2007年1月1日
の問で最低賃金の引き上げがなされた州は、全
米50州の過半に達したことを指摘する。
　②連邦段階でも最低賃金の段階的な引き上げ
　　が決定9
　こうした州の動きに対して連邦レベルでも、
2006年中間選挙において民主党が勝利を収めた
ことで、最低賃金引き上げの動きが本格化する。
上下両院での審議の結果、連邦最低賃金の引き
上げを含む法案が2007年5月に可決された。そ
の結果、1997年に現行水準（時給5，15ドル）に引
き上げられて以降、据え置かれたままであった
連邦の最低賃金は、2007年7月に時給5，　85ドル、
2008年7月に同6．55ドル、2009年7月に同7．25
ドルと段階的に引き上げられることとなった。
最低賃金の引き上げと同時に、引き上げに伴う
経営者の負担を軽減するために、中小企業を対
象とする減税が抱き合わせで実施されることと
なった。
　連邦最低賃金の段階的引き上げのeg　一一回目が
発効した2007年7月24日時点で、改定された連
邦最低賃金を上回る最低賃金を設定している州
の数は’N全米50州のうち31州に達している1°。
州法での最低賃金の引き上げが集中した2008年
1月1日時点でみると、更に増えて32州が連邦
のそれより高い最低賃金を設定している。2007
年7月に連邦レベルの最低賃金引き上げが行わ
れて以降2008年1月1日までの間に最低賃金を
引き上げた州は17州に及んでいる。
2）首相官邸がきっかけを作った日本
　①成長力底上げの観点から最低賃金大幅引き
　　上げの要望
　地方の動きが中央に先行したアメリカに対し
て、日本では、2007年3月22日に首相官邸で第
1回会合が開かれた「成長力底上げ戦略推進円
卓会議」が最低賃金引き上げの議論の火付け役
となった、といって良いだろう。会議では「成
長力底上げ戦略」構想チーム（主査は塩崎内閣
官房長官）が作成した「成長力底上げ戦略」（基
本構想）に基づいて議論が行われ、取り上げら
れたテーマの中で最低賃金大幅引き上げの主張
が注目されたll。同年7月9日に開催された同
円卓会議（第3回）では、最低賃金の中長期的
な引き上げなどに関する基本方針を年内を目途
に取り決めること12、中央最低賃金審議会に対
して当該年度の最低賃金について賃金の底上げ
を図る趣旨に沿った引き上げが図られるよう要
望するこ、と、などが合意された13。、
　②従来よりやや拡大した引き上げ幅
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　最低賃金の改定は、中央最低賃金審議会が7
月終わり頃に地域別最低賃金改定の目安を答申
し、地方最低賃金審議会の審議を経て、ユ0月1
日前後に当該年度の地域別最低賃金の改定が発
効するというのが、例年の日程である。中央最
低賃金審議会は7月13日の第23回、8月10日の
第24回と2回開催された。その間に、例年3回
の開催だった「目安に関する小委員会」を計4
回開催したが、円卓会議の要望という追い風を
受けて大幅引き上げを求める労働側と、経営環
境の厳しさをふまえて例年と全く異なる扱いを
することに反発する経営側との溝は埋まらなか
った。議論の結果、目安となる時給額での引き
上げ幅として、Aランクは19円、　Bランクは14
円、Cランクは9～10円、　Dランクは6～7円
が答申された。従来の基準での引き上げ幅で決
まった場合はそれぞれ4～5円程度14に留まっ
たはずであり、それよりは大きい引き上げ幅で
はあったが、大幅な引き上げというには不十分
と言わざるを得ないユ5。中央最低賃金審議会の
目安を受けた地方最低賃金審議会の審議を経て、
例年の日程よりやや遅れたものの、地域別最低
賃金の改定は10月中にはすべて発効した。それ
ぞれ目安で示された額或いはそれに1～2円上
乗せされた額の引き上げ幅となっており、目安
の水準が尊重されている様子が窺える。
3．平均賃金との比較で見た日米の最低賃金
1）州ことにパラつくアメリカの最低賃金
　アメリカ各州の最低賃金（棒グラフ、黒）16、
平均賃金（棒グラフ、灰色）17及び平均賃金に
対する最低賃金の割合（折れ線グラフ）を算出
してグラフにしたのが図表1である。
　適用される最低賃金は州によってかなり異な
る。平均賃金が高い州の最低賃金の中では、メ
リーランド州（6．ユ5ドル〉、バージニア州（連邦
最低賃金と同じ5．　85ドル）といった州で低さが
目立つ。後述するニューハンプシャー州も2007
年9月に改定が行われる前は連邦最低賃金と同
額だった。平均賃金が低い州の最低賃金の中で
は、アイオワ州（7．25ドル）iウェストバージニ
ア州（6．55ドル）、アーカンソー州（6．25ドル）
といった州の高さが目立つユ呂。このように平均
賃金の高低に対応する形ではっきりした傾向が
あるわけではないので、最低賃金の平均賃金に
対する割合は州によってかなりのバラつきが見
て取れる。最低賃金の改定スケジュールが統一
されているわけではない上に、最低賃金規制の
適用に際して例外規定が多いため、大雑把な比
較という意味しかないが、後述する日本と比べ
ると全国均一的な色彩は薄い、と言えそうだ。
2）全国均一的な性格が窺える日本の最低賃金
　改定後の各県別最低賃金（捧グラフ、黒〉、
改定された最低賃金を決める際に参考にされた
　　　　　　　　　　　　　　　前年の平均賃
鐸｛1灘鐸≡韓書1…葦襲蝉羅響i難董羅lil
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出してグラフ
にしたのが図
表2である19。
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は低く、平均賃金が低ければ最低賃金の平均賃
金に対する割合は高くなっているという傾向が
窺える。日本の最低賃金改定は既に述べたとお
り、中央最低賃金審議会が地方最低賃金審議会
に提示する目安に沿って、各県同じように毎年
改定している。こうした手続き面での事情もあ
り、目安制度でA～Dランクに分けることで地
域性に配慮しているとはいえ、アメリカと比べ
ると全国均一的な金額設定となっている様子が
みてとれる。
4．アメリカでの最低賃金引き上げ1こ関わる議
　　論と日本への示唆
1）多様な題度からの議論
①生活賃金
　最低賃金の規制が誕生した背景にはいわゆる
生活賃金（living　wage）思想があったとされ
ており、生活賃金を根拠にして最低賃金水準を
引き上げるべきとする主張は、現在でも数多く
聞かれる。
　ボルチモア市は1994年に、全米ではじめて生
活賃金条例を成立させた。宮坂（2005、P39）
によれば、フルタイムで働きながら家族を養う
ことが出来ない労働者が多いことに気づいたボ
ルチモア市の聖職者が市当局に援助を求めたこ
とがきっかけのようだ。ボルチモア市の条例に
ついてTaylor
＆Gerena　（2004、
p27＞の説明に
よれば、ユ994年
当時は市と契約
している事業体
に対して従業員
畢こ日寺系合6．10ドノレ
の支払いを命じ
たものだった。
2004年では、市
から税の減免や
補助を受領して
いる企業に対し
ても、従業員に
時給8．85ドルの
支払いを求めて
いるから、当時
の連邦最低賃金である時給5．　15ドルを大幅に上
回る。生活賃金条例の制定は全米のほぼ100に
も及ぶ市など地方公共団体に広がった。
　生活賃金条例は確かに低賃金労働者を助けた。
しかし限界も指摘されている。Taylor＆Gerena
（2004、p29）は、その効果の及ぶ範囲は地方
公共団体に関係した人々など限られた範囲であ
ることを指摘する。さらに、条例が対象として
いる低賃金労働者は、必ずしも低収入労働者で
はないことが法律の効果を弱めてしまう、例を
挙げれば夏休みの遊ぶおカネを稼ぐために簡単
な仕事に就いた相対的に豊かな家庭の高校生も、
家族を養うために働いている人も、同じように
生活賃金条例の対象となってしまう点について
言及している。そもそも生活賃金の議論は、家
族を支えてフルタイムで働く労働者を対象にし
ていたはずだ。生活賃金は最低賃金の根幹を支
えてきた重要な考え方ではあるが、具体的な運
用となると、難しさがあるようだ。
　②最低賃金引き上げがもたらす雇用への悪影
　　響
　最低賃金額を引き上げると雇用を減らすこと
になるという伝統的な経済学の考え方には以前
から異論が出されているe但し、最低賃金の上
昇による雇用削減効果については、現在のとこ
ろ明確な結論は出ていないco。本稿では活発な
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議論が行われていることを指摘するに留める21。
③最低賃金引き上げが影響する労働者の属性
　　分析
　ニューハンプシャー一州の最低賃金は、2007年
9月に時給6．5ドルへ、2008年9月に同7．25ド
ルへの引き上げが決まったeそれまでの同州の
最低賃金は連邦基準と同様の時給5．15ドルで、
ニューイングランド地域の諸州の中では最も低
かった。Owens（2007）は、こうした引き上
げが同州の雇用や賃金にどのような影響をもた
らすかを検討する中で、同州が行う引き上げの
影響を受ける時給5．15～7．25ドルの労働者につ
いて、その属性を分析している。まず、年齢的
には20歳未満（16歳から19歳〉が47％を占め、
全米平均の25％と比べて若い層がかなり多い。
中央値は20歳であり全米平均の25歳を下回る。
人種的には96％が白人であり（これは同州の人
種構成ともほぼ合致）、』全米平均の6096よりず
っと多い（人種構成では75％が白人〉。就業時
間をみると、週20時間未満が3896を占め、全米
の16％より短時間労働の層が多くなっている。
フルタイム（週35時間以上勤務〉労働者は24％
しかおらず、全米の44％と比較すればその割合
はずっと低い。フルタイムの学生が4396を占め、
全米の23％を凌駕していることも特徴だ。子供
が居る労働者は13％で片親は2％であり、こち
らも全米平均（それぞれ24％と9％）を下回っ
ている。最低賃金引き上げの影響を受ける労働
者の家計収入への貢献度を見ると同州は33％を
占φ、全米平均の43％と比べると低くなってい
る。このように同州での最低賃金引き上げの影
響を受ける労働者を他と比較してみると、若く
て、働く時間は少なく、フルタイムの学生が多
く、子供はなく、家計に対する貢献は小さいの
が特徴、ということになる。つまり、ニューハ
ンプシャー州において最低賃金引き上げの影響
を受ける労働者は、最低賃金額の引き上げに異
論を唱える人々が指摘するような労働者の比重
が高い、ということになるX）。こうした事情を
ふまえると、ニューハンプシャー一州の最低賃金
が最近まで連邦水準にとどまっていたことは納
得できる。こうした最低賃金引き上げが影響す
る労働者の属性分析からは、最低賃金規制の限
界が見て取れる。
④物価上昇による目減り分の回復
　連邦の最低賃金は10年間据え置かれた過程で、
物価上昇を考慮した実質的な購買力でみると大
きく目減りしている。2006年の消費者物価水準
を基準として実質値を計算すると、2006年にお
ける時給5．15ドルは、最低賃金が引き上げられ
る直前で実質ベースでは大底となっている1995
年、1989年、1953～55年といった頃と並んでお
り、歴史的にみても著しく低い水準である。連
邦の最低賃金は物価上昇分を調整する形になっ
ていないため、一定期間を経たら改定しなくて
はならないのは当然であり、こうした物価上昇
分の目減りをふまえて最低賃金の引き上げは妥
当とする声は多い。
　幾つか例を挙げると、George（2006、　p3110）
は2006年の中間選挙で勝・った民主党が最低賃金
引き上げに取り組むことを指摘する文の中で、
時給0．75ドルだった195e年当時の最低賃金です
ら、物価上昇を考慮して現在の数字に引き直す
と6ドル強に相当するから、時給5．15ドルの連
邦最低賃金は低すぎることに言及している。
Sumo（2006）は、最低賃金の引き上げは失業
者を増やすが雇用に対する悪影響は以前考えら
れていたほど大きくない、とする見方を紹介し
た上で、ウェストバージニア州が雇用の大幅な
悪化を招かずに最低賃金を引き上げる余地があ
ることを正当化する根拠として、実質ベースで
の最低賃金水準が大幅に低下しているという意
見を紹介して締めくくっている盟。
2）日本への示唆
　ここまで述べたように、アメリカの最低賃金
規制において適用される最低賃金は、州ごとに
バラつきがある。さらに、本稿では細かく触れ
ていないが、最低賃金の適用範囲も、従業員数
何名以上等の縛りがあるなど違いがある。加え
て、州より小さい市などの単位では生活賃金条
例といったような実験的な政策が実施されてい
る。最低賃金の引き上げで影響を受ける労働者
の属性分析など、他にもさまざまな実績が積み
上げられている。状況の分析が進み、最低賃金
制度が万能ではないことの理解が徐々に浸透し
ていく中で、最低賃金改定の議論が進んでいる、
という事実は重要だ。
　日米の制度的な違いが大きいのでアメリカの
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やり方がとにかく良いというつもりは毛頭ない。
とはいえ、アメリカの識論が参考になる部分は
ありそうだ。例えば、前項で挙げた労働者の属
性分析に関わる研究は、日本では蓄積が不十分
とされているa。こうした分析が不十分なまま
で従来より大II囁な最低賃金の引き上げが行われ
ることは、日本にとって良い選択とはいえない
場合もあろう。最低賃金の引き上げは、安定し
た収益を稼いでいるとは言いがたい中小企業に
とって不利益だ2㌔それが結果として雇用創出
の足を引っ張る可能性は考えられる。状況が明
確になれば、最低賃金引き上げ以外の方策或い
は最低賃金引き上げと併せて別の方策を実施す
ることで、より確実に目的を達成出来る場合が
あるかもしれない。
　アメリカにおける連邦最低賃金の引き上げに
ついて、IO年間も据え置かれたのだから当たり
前だ、と言う前に、地道に積み上げられた多様
な実績の中、地方が先行する形で、最低賃金の
引き上げが議論されてきたという事実にも注目
すべきだろう。そこから日本が学ぶべきことは
多いのではないか、と思われる。
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2007年3月23日付日本経済新聞朝刊では、同円卓
会議の開催を紹介した記事の中で、「特に論議を
呼びそうなのが最低賃金の引き上げだ」と指摘し
ている。
12月26日開催の同円卓会議で、年内の方針策定は
先送りされた。
「第3回成長力底上げ戦略推進円卓会議における
合意」の1及び4を筆者が要約した。
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で重要な参考資料としている賃金改定状況調査結
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前年比0．7％に留まっており、各ランク同率の引
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　　不十分な結果と評している（「中央最低賃金審議
　　会目安に関する談話」、2GO7年8月8日付、　http：
　　〃www．jtuc．rengo．orjp／news／danwa／2007／2007
　　0808＿1186M1590．　htm1）。
16　最低賃金としては直近（2008年1月1日現在、時
　　給）の数字を使用した。また、州法で最低賃金を
　　定めていない場合及び連邦法の適用範囲外の部分
　　で連邦のそれより低い最低賃金を州法で定めてい
　　る場合でも、要件を満たせば連邦の最低賃金が適
　　用されることから、7月24日に改定された連邦最
　　低賃金（時給5．85ドル）を当該州の最低賃金とし
　　て計算した。
17　平均賃金として2006年5月調査の職業別雇用・賃
　　金統計（May　2006　State　OccupationaI　Employment
　　and　Wage　Estimates、アメリカ労働省）における
　　各州の全職業平均時給（All　Occupations，　Mean
　　Hourly）を使用した。
18但し、アイオワ州の場合は最低賃金額が6．20ドル
　　から7．25ドルに引き上げられた直後の数字である。
　　アーカンソー州は従業員4人以上の場合、ウェス
　　トバージニア州は1事業所に従業員6人以上の場
　　合に課せられた制約であり、連邦水輩より高い州
　　法の最低賃金が適用されるのは、規模の大きいと
　　ころである。
19　平均賃金は、賃金構造基本統計調査（厚生労働省）
　　の所定内給与（産業計、企業規模計）を所定内実
　　労働時間で割って時間給に直した数値を使用した。
20堀・坂口（2005、p24）では、最低賃金の雇用喪
　　失効果は、実証研究の分野において、いまだ決着
　　を見ていないのが実情である、と指摘する。成長
　　力底上げ戦略推進円卓会議（第2回）の山崎内閣
　　府官房審議官の説明（配布資料4－4）でも、最
　　低賃金を引き上げた場合の雇用への影響について
　　国際機関のレポートでは明確な結論は出ていない
　　点が言及されている。
21議論は多くの文献で紹介されている。例えば堀・
　　坂口（2005）の第2章。
22　一例としてMahon（2007）は、低賃金労働者の
　　多くは彼ら自身の賃金に依存しているわけでは無
　　いし、貧しい家計の長でもないから、最低賃金を
　　引き上げることは低所得家計への効果的な支援と
　　は言いにくい、と主張している。
23　ウェストバージニア州の最低賃金引き上げは、
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　　2006年7月に5．ユ5ドルから5．　85ドルに引き上げ、
　．2007年7月に6，55ドルへ、2008ee　7月に7．25ドル
　　と、連邦より11年先行する形で行われる。
24堀・坂口（2006、p210）七ではSl「今回の分析では
　　日本においても履低賃金が労働需給行動に制約を
　　与えうる市場が存在しうることが示された。次の
　　ステップはその市場はどのような性質を持ってい
　　るかを明確にすることである。…　市場の登場
　　人物の属性について調査及び既存統計を洗い出し、
　　具体的且つ詳細にそれらを把握することが求めら
　　れる。」という言葉で第5章を締めくくっている。
25　アメリカの連邦最低賃金額の引き上げは、中小企
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